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はじめに 

 当会では調査研究事業の一環として、1992 年より継続的に製造現場のメンテナンスの実

態を把握する目的で、設備ユーザーを対象として「メンテナンスの実態調査」を行ってい

ます。 

 本調査では、製造業の保全体制・保全業務内容・設備保全の課題等について、工場での

実態を調査・分析することにより、今後の製造業における保全のあるべき姿を模索する際

の参考になる資料の作成を目指しており、本調査の結果が各所で活用されるようになって

きております。 

 さて、我が国および産業界は 2011 年、東日本大震災を体験いたしました。被災された方々

に心よりお見舞い申しあげ、早期の復興を祈念しております。 

2011 年度の「メンテナンス実態調査」では、経年変化をみる調査項目だけでなく、東日

本大震災という未曾有の体験を受け、我が国産業界の未来のために設備管理としての取組

み状況もお聞きしました。 

 また、昨今、製造業の大きな課題として認識されている海外（国外）生産シフトの状況

と課題についてもお聞きしました。 

 本調査結果が、産業界の課題解決に少しでもお役に立つことを願っております。 

 2012 年 4 月 

公益社団法人日本プラントメンテナンス協会 

専務理事 鈴置 智 

 



2012 年度からの「メンテナンス実態調査報告書」取り扱いについて 

 

 

 これまで、年度版「メンテナンス実態調査報告書」は印刷物ではなく、報告書の pdf ファ

イルを CR-ROM に収録し、調査回答者に無償配布および申込み者に実費頒布をさせていた

だきました。 

 2012 年度の公益社団法人化に伴い、メンテナンス実態調査の結果報告の取り扱いを下記

のように変更させていただきます。 

 

 

① 調査結果の主だった内容を、冊子「年度版 メンテナンス実態調査報告書」として発行

し、当会会員企業（正会員および事業所会員）に一部ずつ無償配布いたします。この他

の希望者には、実費頒布をいたします。 

② 冊子「年度版 メンテナンス実態調査報告書」内容の集約版を『報告書概要』として、

当会ホームページ内の「公開資料」コーナーで掲載します。広く産業界にお役立ていた

だければ幸甚に存じます。本報告書は、これに相当します。 

③ 詳細な結果データを pdf ファイルで収録した報告書 CD-ROM は、「調査ご回答企業」に

のみ無償配布させていただきます。調査ご回答者以外への頒布には応じません。 

 

 

 

なお、過去の年度版「メンテナンス実態調査報告書」の CD-ROM につきましては、従来

どおり有償にて実費頒布を継続いたします。 

 

 

 



＜調査概要＞ 
 １ 調査の目的 
 設備管理（主にプラントメンテナンス）に関する実態を把握することによって、より良い設備管理をする

ための参考となる情報提供を目的とする。 
 
 
 ２ 調査方法 
 調査票の郵送配布 
 
 
 ３ 調査対象（調査票配布先） 

社団法人日本プラントメンテナンス協会の会員事業場（製造装置を持つ事業場対象）  947 件 
 
 
 ４ 調査期間 
 2011 年 9 月から 2012 年 2 月末 
 
 
 ５ 回収数と回収率 
 有効回答数  ：296 票（無効票 1/外数） 
 回収率    ：31.3％ 
 
 6 業種別分類 
・本概要報告書では、本概要では、一部を除いて全体回答を表示し、業種別回答等は割愛した。参考までに、

業種は次表のように大分類と細分類に区分している。 
大分類 細分類 

1.装置型産業 
1.食品 2.繊維 3.パルプ・紙・紙製品 4.医薬品 5.化学 6.石油・石炭 
7.ゴム製品 8.窯業・土石 9.鉄鋼 10.非鉄金属 

2.加工組立型産

業 

11.金属製品 12.一般機械 13.電気機械 14.電子機器 15.半導体・電子部

品 16.輸送用機械 17.輸送用機械部品 18.精密機械 19.その他製造業 

3.その他 20．電力・ガス 21.その他 
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1．回答事業場の状況 

  1-1．回答事業場の業種別区分 

回答事業場　業種（細分類）

42.7

8.7

1.2

0.3

1.6

15.3

1.9

1.6

4.0

4.0

4.0

43.3

4.0

3.4

3.1

0.9

3.1

6.2

15.0

1.6

5.9

14.0

0.6

5.6

5.6

2.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

■装置型産業小計(n=137)

2.繊維(n=4)

4.医薬品(n=5)

6.石油・石炭(n=6)

8.窯業・土石(n=13)

10.非鉄金属(n=13)

11.金属製品(n=13)

13.電気機械(n=10)

15.半導体・電子部品(n=10)

17.輸送用機械部品(n=48)

19.その他製造業(n=19)

20.電力・ガス(n=2)

22.保守・整備(n=18)

％

 

 

 ＊ 本概要では、一部を除いて全体回答を表示し、業種別回答等は割愛する。 

 

  1-2．回答事業場の人員数 

事業場人員規模構成比

16.7

46.1

17.8

19.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

100人未満(n=45)

500人未満(n=124)

1000人未満(n=48)

1000人以上(n=52)

％

 
 

＊ なおここでは、「製品出荷額」「保有設備有高」「協力会社社員数」については割愛した。 
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2．設備保全費と維持・更新投資額 

  2-1．設備保全費の概要＜わが国における設備保全費の推計＞ 

  ・本調査で算出した設備保全費比率と、最新の工業統計表による製造品出荷額から、全国ベースの設備保全費を

推計した。2010 年（年次）における製造品出荷額 285.5 兆円に対して、設備保全費は 6.0 兆円となっている。 

  ＊なおここでは、保全費比率、「維持・更新投資の概況」および「総保全費の推移」については割愛した。 

 

＜本調査における製造品出荷額と設備保全費の推移＞ 

製造品出荷額および設備保全費推移

285.5265.2334335.8295.8295.6
276.2

284.4

7.3
8.5

6.5 6.2 6.7 6.6 6.3 6.0

0

100

200

300

400

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年 2008年 2009年 2010年

0

2

4

6

8

10

製造品出荷額（兆円） 設備保全費（兆円）

兆円 兆円

 

3．わが国における部門別従業員の推計 

・本調査の従業員部門別構成比をもとに、工業統計を用いてわが国の部門別従業員数を推計すると、保全部門

47 万人、製造部門 489 万人、その他部門 76 万人、事務・間接部門 145 万人となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．保全体制と役割 

・主要なプラントまたはラインの保全組織（保全体制）について聞いた。（SA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計/部門別人員数

541 550 521 340 523 464 492 474

5,174 4,411 4,796 4,911 5,289 5,297 4,554 4,887

908
865 1,026 1,272 726 754

898 760

2,035
2,286 1,799 1,636 1,954 1,813

1,792 1,446

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年 2008年 2009年 2010年

保全部門 製造部門 その他部門 事務・間接部門

千人

保全体制（構成比、n=279）

40.9 13.6 21.9 20.8 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.集中保全 2.地域保全 3.部門保全 4.折衷保全 5.全て外注

1.集中保全･･･すべての保全作業およ

び保全作業者を 1 人の管理者（部門

長）のもとにおき、設計、工事、管理等

を 

1 個所で集中して行う形態  

2.地域保全･･･保全要員は工場の各

所に分散配置するが、1人の管理者が

指揮監督し、保全業務を行う形態  

3.部門保全･･･全要員を各部門に配置

し、それぞれの部門の長の指揮監督

のもとで保全業務を行う形態  

4.折衷保全･･･集中と地域保全、また

は部門保全の折衷方式 

5.すべて外注…関連会社もしくはサー

ドパーティなどへ、すべてのメンテナン

ス業務を委託している場合 
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海外生産シフト傾向（業種別）

15.1

10.5

20.6

0.0

33.5

36.1

33.1

0.0

8.6

9.8

8.1

0.0

0.7

0.8

0.7

0.00.0

40.6

39.8

37.5

100.0

1.4

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=278)

1.装置型産業(n=133)

2.加工組立型産業(n=136)

3.その他産業(n=9)

1.非常に拡大 2.やや拡大傾向 3.変わらない 4.やや減少傾向

5.減少傾向 6.海外生産なし 7.海外生産あり（傾向不明）

5．海外生産シフト 

  5-1．海外生産割合の傾向 

 ・海外生産割合の傾向について聞いた。 

 

  

5-2．海外生産における現地の問題点 

 ・海外生産において、現地事業場の問題点を聞いた。 

 ＊ なおここでは、「海外生産により生じる国内の問題点」等については割愛した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外生産－現地の問題点（該当率、n=155）

45.2

33.5

51.6

20.0

14.2

27.7

7.1

54.8

37.4

49.7

5.8

20.6

4.5

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1.現地調達設備機器

2.建設時のプラント装置

3.保全品質

4.設備の老朽化・陳腐化

5.経営環境

6.納期、品質管理

7.不良品の増加

8.現地リーダー資質

9.ワーカー資質

10.人材定着率

11.コストアップ

12.技術流出

13.特に課題なし

14.その他
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6．設備保全をとりまく最近の周辺環境 

  6-1．保全業務量の変化（SA） 

・昨年に比べ、「保全業務量」はどのように変化したのかを聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6-2．保全に要する時間（総保全時間） （SA） 

・昨年に比べ、「保全に要する時間」はどのように変化したのかを聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊ なおここでは、「保全計画系の業務の困難性」「保全実務系業務の困難性」「他部門との意思疎通の困難性」につ 

いては割愛した。 

 

 

  6-3．保全業務全般における、難易度の変化（実感）（SA） 

・保全業務全般における難易度（実感）の変化について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全業務量の変化（構成比、n=280）

10.4 46.4 37.9 5.4 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.非常に増加 2.やや増加 3.変化なし 4.やや減少 5.非常に減少
 

総保全時間の変化（構成比、n=279）

1.1 16.5 48.0 33.3 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.非常に短縮 2.やや短縮 3.変化なし 4.やや長時間化 5.非常に長時間化

 

保全業務難易度の変化（構成比、ｎ=280）

5.0 53.6 40.7 0.7 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.非常に増大 2.やや増大 3.変化なし 4.やや軽減 5.非常に軽減
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   6-3-1．保全困難性の要因－「生産状況の変化」（SA） 

・「生産状況の変化」によって生じる困難性増大のもっとも大きな要因について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   6-3-2．保全困難性の要因－「設備状況の変化」（SA） 

・「設備状況の変化」によって生じる困難性増大のもっとも大きな要因について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   6-3-3．保全困難性の要因－「技術状況の変化」（SA） 

・「技術状況の変化」によって生じる困難性増大のもっとも大きな要因について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全困難性要因－生産状況の変化（構成比、n=163）

25.2 17.8 17.2 9.2 8.0 14.1

0.6 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①生産量大幅拡大 ②変種・変量生産対応 ③生産スピード化対応

④多品種少量生産対応 ⑤生産量大幅減少 ⑥海外生産増大

⑦単品・スポット生産 ⑧生産状況は関係しない

保全困難性要因－設備状況の変化（構成比、n=164）

51.2 9.8 7.9 7.9 6.1 3.7 6.1

1.8 0.6
0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①設備老朽化 ②設備ブラックボックス化 ③設備自動化・連続化

④複雑、直し難い設備増 ⑤異常が見え難い設備増 ⑥こわれやすい設備増加

⑦設備ユニット化 ⑧異常な部品増 ⑨運転し難い設備増
⑩設備状況は関係しない

老朽化：51％ 設計課題：35％

保全困難性要因－技術状況の変化（構成比、n=163）

31.3 29.4 11.0 4.9 4.31.2 15.3

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①トラブル解析停滞 ②トラブル複合化

③専門的診断技術が未開発 ④簡易診断技術・ツールの未導入

⑤保全周期の長期化 ⑥情報機器発達、適切な機器の未導入

⑦ソフトの信頼性低下 ⑧技術状況は関係しない
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   6-3-4．保全困難性の要因－「人の変化」（SA） 

・「人の変化」によって生じる困難性増大のもっとも大きな要因について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   6-3-5．保全困難性の要因－「予算の変化」（SA） 

・「予算の変化」によって生じる困難性増大のもっとも大きな要因について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   6-3-6．保全困難性の要因－「法的対応の変化」（SA） 

・「法的対応の変化」によって生じる困難性増大のもっとも大きな要因について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全困難性要因－人の変化（構成比、n=164）

41.5 26.8 12.8 8.5 6.1

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務平準化問題 ②専門技能者減少 ③従業員数の変化

④自社社員業務量増減 ⑤外注業務量増減 ⑥人の変化は関係しない
 

保全困難性要因－予算の変化（構成比、n=160）

43.1 20.0 29.4

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①保全費全体の減少・削減 ②維持・更新投資減少

③予防保全費減少 ④予算変化は関係しない
 

保全困難性要因－法的対応の変化（構成比、n=158）

24.1 21.5 19.6 32.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①関係部署のさみだれ式対応 ②適用法規等の数的増加

③自社内の法規等理解力不足 ④法的対応は関係しない
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7．保全部門および生産部門等の従業員 

  7-1．保全部門の設置（SA） 

・社内組織として保全部門の設置状況を聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  7-2．保全部門を設置していない事業場について（MA） 

・保全を担当する従業員の所属部門について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊なお、ここでは「部門人員実数」「技術職・技能職の専門職能割合」については割愛し、下記＜スキル保有者の年 

齢構成＞のみ記す。 

 

＜スキル保有者の年齢構成＞ 

＊上記保全部門のスキルとは、国および公的機関が定めた資格保持者を指す。（自主保全士などの資格を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全部門の有無（構成比、n=279）

85.3 14.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.設置している 2.設置していない

保全部門が無い場合の、保全担当部署（構成比、n=41）

64.4 8.9 6.7 11.1 8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.製造部門 2.事務・間接部門等 3.本社関係部門 4.すべて外注 5.その他

スキル保有者の年齢構成（構成比、n=205）

21.9 26.3 25.6 20.8 5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代
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8． 2010 年度における設備保全年間費用 

  8-1．保全費（数値） 

 

ここでは、以下のように設備保全に関わる費用を定義する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   8-1-1．保全費の構成 

・保全費項目すべてに回答した事業場を対象として集計した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  8-2．総保全費の予算対象 

・総保全費の予算対象としている設備について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総保全費 保全費 
＜総保全費の性格別分類＞ 

1．予防保全費用 

2．予知保全費用 

3．計画的な事後保全費用 

4．計画的な更新、改良保全等の費用 

5．計画外の緊急保全（事後修理） 

6．生産計画・条件変更に伴う費用 

7．職場活性化費用 

8．安全対策費用 

9．予備品費用およびその他費用 

・材料費 

・外注費 

・間接費・その他

（人件費など） 

維持・更新
投資費用

「保全費」の内訳（構成比、n=105）

22.7 53.8 23.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

材料費 外注費 間接費・その他経費
 

総保全費の「予算対象」設備（該当率、n=211）

99.5

84.4

54.5

68.7

57.3

36.5

38.9

33.6

25.6

11.9

10.5

1.生産設備 

2.付帯設備

3.保全設備

4.建屋

5.構内道路・排水設備

6.事務・福利設備

7.システム関連機器

8.衛生設備 

9.放送・通信設備 

10.場内委託会社の管理設備

11.その他
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  8-3．保全費決定基準（MA） 

・保全費の総予算決定において重視する基準について聞いた。 

 ＊ なおここでは、「保全費の技術的な区分と予算」については割愛した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  8-4．保全費の過不足（SA） 

・保全費の過不足状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  8-5．全設備投資額に占める維持・更新投資額の割合（数値） 

・全設備投資額中に占める維持・更新投資の割合を聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ なおここでは、「全外注費用に占める保全外注費の割合」「設備診断・検査に関わる費用の割合」については割

愛した。 

 

総保全費の決定規準（該当率、n=267）

47.9

40.8

18.7

15.0

13.9

7.5

6.0

2.2

0.7

0.7

2.2

3.7

前期保全費実績

中長期保全計画

件名別保全計画積上げ

対生産量の一定比率

対売上の一定比率

保全活動実績評価

対製造原価の一定比率

特に基準なし

対設備取得額の一定比率

対設備保有有高の一定比率

同業他社等の状況

その他

 

保全費の過不足（構成比、n=264）

24.6 53.0 19.3 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.年初予算でほぼ充足 2.やりくりで運用 3.補正予算で対処 4.その他
 

維持・更新投資／全設備投資
（比率、n=184）

32.5％
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9．高経年設備（老朽化設備） 

＊高経年設備を減価償却が終了している設備と定義して聞いた。 

 

  9-1．所有設備の高経年設備割合（数値） 

・所有設備の高経年設備割合を聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  9-2．高経年設備の経年構成比（数値） 

・所有する高経年設備を 100％として、経年別構成比を聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊ なおここでは、「高経年設備に対する維持・更新投資状況」等については割愛した。 

 

高経年設備の割合（％）

44.2

45.7

40.6

36.6

34.3

37.8

静機械（n=122）

動機械（n=160）

配管（n=133）

電気系（n=123）

計装系（n=104）

ユーティリティ（n=118）

 

高経年設備の「経年別」割合（％）

48.4

54.0

49.1

56.6

60.3

51.5

29.9

29.3

28.4

26.9

27.3

30.0

21.7

16.6

22.5

16.5

12.3

18.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

静機械（n=122）

動機械（n=160）

配管（n=133）

電気系（n=123）

計装系（n=104）

ユーティリティ（n=118）

20年未満 20年以上～30年未満 30年超
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10．保全方式の選択 

  10-1．重要設備の保全方式の設定状況（SA） 

・重要設備とそれ以外の設備それぞれについて、保全方式設定の状況を聞いた。ここでは、重要設備の保全方式の

設定状況を示す。それ以外の「故障の影響度評価」等の項目については割愛した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜項目の意味＞ 

1.部位（部品）ごとに保全方式が設定されている 

2.修理・整備方式（TBM、CBM、BDM など）の内容と周期が設定されている 

3.検査方式（運転中の検査として定期診断・オンライン診断・運転による点検および停止時の検査など）の内容と周

期が設定されている 

4.日常点検の内容と周期が設定されている 

5.その他 

 

 

＊参考 

右は、「機器別管理基準」の様式例である。

対象機器の保全を部位ごとにどのようにし

ていくかが記録され、保全管理サイクルの

核となるものである。なぜそのように保全方

式を選択したか、技術的な根拠は別途記

録される。 

上記の設問項目は、「機器別管理基準」の

記載項目に相当している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全方式の設定状況（構成比）

48.8

55.7

45.4

45.4

42.5

36.9

41.8

41.8

8.7

7.5

12.9

12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．部位ごと(n=254)

2．修理・整備方式(n=255)

3．検査方式(n=249)

4．日常点検(n=249)

1.ほぼすべての設備に適用 2.一部の設備に適用 3.適用している設備はない
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11．東日本大震災の影響および災害に対する設備管理の状況 

  11-1．東日本最震災の影響（MA） 

・東日本大震災の影響について聞いた。 

 

東日本大震災の影響（業種別）

21.1

21.9

19.7

40.0

36.2

49.6

23.4

20.0

54.1

45.3

65.0

0.0

12.5

10.9

13.1

40.0 0.0

3.2

4.4

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=279）

1.装置型産業(n=13)

2.加工組立型産業(n=137)

3.その他産業(n=5)

1.直接被害を受けた 2.企業内他事業所に被害 3.サプライチェーンでの支障 4.被害、影響なし 5.その他
 

 

   11-1-1．被災した企業における復旧の現状（SA） 

・被災した自事業場および企業内の他事業場の復旧状況について聞いた。 

 

被災企業の復旧状況（業種別）

84.6

85.2

84.6

66.7

9.1

9.1

7.7

33.3

3.8

1.9

1.1

1.4

0.0

1.1

2.1

0.0

2.8

3.4

1.9

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=143)

1.装置型産業(n=88)

2.加工組立型産業(n=52)

3.その他産業(n=3)

1.復旧プランによる早期復興 2.作業プランあり、復旧活動実施中 3.作業プランあり、着手できない状態 4.作業プランはない 5.その他
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  11-2．自然災害を想定した設備管理としての対応状況 

 

   11-2-1．復旧作業プラン状況：「主要設備・機器」（SA） 

・「主要設備・機器」に対する復旧作業の作業プランについて聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-2-1-① 「主要機器・設備」に対する復旧作業プランの設備管理への反映（SA） 

・「主要設備・機器」に対する復旧作業の作業プランが「できている」事業所に対し、復旧作業プランの設備管理への 

反映状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-2-1-② 「主要機器・設備」に対する予備品管理見直し（SA） 

・「主要設備・機器」に対する予備品管理の考え方の見直しについて聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要設備・機器の復旧作業プラン状況（構成率、n=274）

12.8 46.0 41.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.できている 2.検討中 3.未着手

主要設備・機器の復旧作業プラン－設備管理への反映
（構成比、n=35）

65.7 31.4 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.反映されている 2.検討中 3.未着手

主要設備・機器の予備品管理見直し
（構成比、n=249）

12.0 38.6 49.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.見直している 2.見直し検討中 3.見直し未着手
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   11-2-2．復旧作業プラン状況：「周辺機器」（SA） 

・「周辺機器」に対する復旧作業の作業プランについて聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-2-2-① 「周辺機器」に対する復旧作業プランの設備管理への反映（SA） 

・「周辺機器」に対する復旧作業の作業プランが「できている」事業所に対し、復旧作業プランの設備管理への 

反映状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-2-2-② 「周辺機器」に対する予備品管理見直し（SA） 

・ 「周辺機器」に対する予備品管理の考え方の見直しについて聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺機器の復旧作業プラン状況（構成比、n=268）

9.3 44.8 45.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.できている 2.検討中 3.未着手
 

周辺機器の復旧作業プラン－設備管理への反映（構成比、n=24）

66.7 33.3 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.反映されている 2.検討中 3.未着手

周辺機器の予備品管理見直し（構成比、n=248）

11.3 38.7 50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.見直している 2.見直し検討中 3.見直し未着手
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   11-2-3．復旧作業プラン状況：「配管」（SA） 

・「配管」に対する復旧作業の作業プランについて聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-2-3-① 「配管」に対する復旧作業プランの設備管理への反映（SA） 

・「配管」に対する復旧作業の作業プランが「できている」事業所に対し、復旧作業プランの設備管理への 

反映状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-2-3-② 「配管」に対する予備品管理見直し（SA） 

・「配管」に対する予備品管理の考え方の見直しについて聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配管の復旧作業プラン状況（構成率、n=272）

7.0 38.2 54.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.できている 2.検討中 3.未着手
 

配管の復旧作業プラン－設備管理への反映（構成比、n=17）

64.7 35.3 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.反映されている 2.検討中 3.未着手

配管の予備品管理見直し（構成比、n=253）

4.7 33.6 61.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.見直している 2.見直し検討中 3.見直し未着手
 



【2011 年度メンテナンス実態調査報告書概要】                               Ⓒ2011 日本プラントメンテナンス協会 

－16－ 

  11-3．サプライチェーン連携・地域連携（SA） 

・災害時のサプライチェーン連携や地域連携への取組みについて聞いた。 

 

   11-3-1．「代替生産」の検討 

・被災地以外での「代替生産」の検討について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-3-2．部品・材料の供給元の代替性（SA） 

・部品・材料の供給元の代替性の確保について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-3-3．サプライチェーンの発注元および発注先への協力要請（SA） 

・災害の想定に基づいたサプライチェーンの発注元および発注先への協力要請取り付け状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-3-4．適性製品在庫の見直し（SA） 

・適正製品在庫の考え方の見直しについて聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災地以外での「代替生産」検討状況（構成比、n=264）

13.3 40.9 45.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.対応済み 2.検討中 3.対応未着手
 

部品・材料の代替確保状況（構成比、n=258）

12.6 48.9 38.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.対応済み 2.検討中 3.対応未着手
 

災害想定で発注元・発注先への協力要請（構成比、n=258）

11.6 46.9 41.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.対応済み 2.検討中 3.対応未着手
 

適正製品在庫見直し（構成比、n=261）

15.3 49.4 35.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.対応済み 2.検討中 3.対応未着手
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  11-4．自家発電設備（非常用電源含む） 

   11-4-1．東日本大震災以前の保有状況（MA） 

・東日本大震災以前に保有していた自家用の電源設備について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-4-2．東日本大震災以後の変化（MA） 

・東日本大震災以降の自家発電設備・電源設備について変化があったかを聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-4-3．発電・電源装置の保有状況（MA） 

・自家用の電源設備保有状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災「以前の」自家発設置状況（概要率、n=276）

51.4

24.6

42.0

2.9

1.自家発設備設置

2.無停電電源設備設置

3.その他電源設備設置

4.設置なし

 

震災「以降」の自家発動向（該当率、n=271）

21.8

70.8

2.6

3.3

4.8

1.自家発設備新設の新増設計画

2.自家発設備稼働率アップ

3.無停電電源設備の新増設計画

4.その他電源設備の新増設計画

5.震災前と同じ

 

自家用電源設備保有状況(構成比、n=260)

15.4

16.9

27.7

26.6

84.6

83.1

72.3

97.7

97.3

94.2

73.4

97.3

98.8

5.8

2.7

2.7

2.3

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

火力（ボイラー）

火力（ガス)

火力（ディーゼル）

水力

風力

太陽光

無停電電源装置

ナトリウム・硫黄電池

その他大型電池

1.所有 2.なし
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   11-4-4．設備管理上の課題（MA） 

・それぞれの電源設備の管理上の課題について聞いた。なお保有事業場が比較的多い火力（ボイラー、ガス、ディ

ーゼル）、無停電電源装置について、集計結果を示す。（各業種における上位 5 回答について） 

 

   11-4-4-① 火力（ボイラー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-4-4-② 火力（ガス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-4-4-③ 火力（ディーゼル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   11-4-4-④ 無停電電源装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火力（ボイラー）に対する課題（該当率、n=38）

55.3

52.6

34.2

21.1

15.8

経年劣化と更新

稼動中のメンテ費用

CO2削減課題

省エネ性要請

課題はない

火力（ガス）に対する課題（該当率、n=39）

71.8

35.9

28.2

25.6

25.6

稼動中のメンテ費用

経年劣化と更新

省エネ性要請

CO2削減課題

買電切替判断基準

火力（ディーゼル）に対する課題（該当率、n=63）

46.0

31.7

23.8

20.6

14.3

14.3

経年劣化と更新

稼動中のメンテ費用

CO2削減課題

能力増強要請

省エネ性要請

買電切替判断基準

無停電電源に関する課題（該当率、n=46）

58.7

26.1

10.9

2.2

2.2

経年劣化と更新

稼動中のメンテ費用

能力増強要請

遊休設備としての管理

CO2削減課題
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 以上の結果を、設備管理の課題から整理すると下記図のようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源装置の設備管理課題一覧（該当率）

52.6

55.3

34.2

21.1

15.8

71.8

35.9

25.6

28.2

25.6

31.7

46.0

23.8

14.3

14.3

20.6

26.1

58.7

2.2

10.9

2.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

稼動中のメンテ費用

経年劣化と更新

CO2削減課題

省エネ性要請

買電切替判断基準

能力増強要請

遊休設備としての管理

課題はない

火力（ボイラー）

火力（ガス）

火力（ディーゼ
ル）

無停電電源
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12．保全情報管理システムの実態 

  12-1．保全情報管理システムの活用度（SA） 

・保全情報管理システムの活用度を、5（活用度が高い）～1 点（活用度が低い）、0 点（システムを利用していない）で

点数での評価を聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  12-2．保全業務と情報システムについての考え方（SA） 

・保全業務と保全情報システムについての考え方を聞いた。ここでは、「できるだけシステムで行いたい」「システム化 

すべきだが実施困難」「システム化不要」にそれぞれ該当した率の上位 3 項目を示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  12-3．今後の活用度（SA） 

・今後、保全情報管理システムの活用度を上げる必要性について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全情報管理システムの活用度（構成比、n=189）

9.5 20.6 28.6 30.7 10.6 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5点 4点 3点 2点 1点 0点
 

順位 該当率 順位 該当率 順位 該当率

回答数

設備重要度設定 249

機器別管理 248 3 64.5

長期保全作業スケジュール 249 2 67.9

ドキュメント、資料管理 240

その他（保全計画系） 6

保全費管理 250

更新投資管理 248

予備品管理 249

その他（保全費用系） 6

計画保全業務の発注 248

非計画保全業務 244 3 45.5 3 24.6

その他（発注業務　社内） 4 2 50.0 1 50.0

外注先への発注 244

外注業務の評価・検収 243

その他（発注　外部） 3 1 66.7 2 33.3

〔保全評価系〕 保全作業履歴 250 1 78.4

「システム化不要」

上位3保全業務と情報システムについての考え方

〔発注業務－社内〕

〔発注業務－外部リ
ンク〕

「できるだけシステ

ムで行いたい」

上位3

「システム化すべ

きだが実施困難」

上位3

業務項目

〔保全計画系〕

〔保全費用系〕

今後のシステム活用度（構成比、n=249）

83.5 16.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.活用度上げる必要あり 2.活用度上げる必要なし
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13．保全業務全体における課題 

  13-1．保全業務全体の課題（MA） 

・保全業務全体において、重要な課題と思われる上位 5 つの課題を聞いた。 

 

全回答例は以下の通り。 

1. 保全の評価（経営指標と保全指標の関係など） 2. 保全のマネジメント（計画－実行－評価のサイクル） 

3. 保全データの活用・分析  4. 外注管理（保全品質、能力水準、契約など） 

5. 人材育成・確保（技術・技能）             6. 高経年設備対応 

7. 高度化設備（自動化・ロボット化）対応        8. 設備設計との連携（シンプル化・スリム化設備など） 

9. スピード生産対応                   10. 変種・変量、多品種少量生産対応 

11. センシング・制御技術                12. 故障の再発・未然防止技術 

13. 寿命予測・延長技術                 14.「見える化」技術 

15. 設備診断・分析技術                 16. ヒューマンエラー対策 

17. 事故・災害の事後想定、危機管理         18. 設備および作業の変更管理 

19. コンプライアンス（危険物保管含む）        20. その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、選択した課題の中で、「早急に対処すべきもっとも重要」と「中長期的な観点で対処すべきもっとも重要な課題」

を聞いた。なお、下記表の左欄「保全の課題（5 択 MA）」は、上記グラフの順位である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位
（該当率）

保全の課題（5択MA）
　n=276

早急解決課題（SA）
n=260

中長期解決課題（SA）
n=267

1 人材育成 人材育成 人材育成

2 故障の再発・未然防止技術 高経年設備対応 高経年設備対応

3 高経年設備対応 故障の再発・未然防止技術 保全の評価

4 保全のマネジメント 保全のマネジメント 保全のマネジメント

5 保全データ活用・分析 事故・災害事後想定、危機管理 故障の再発・未然防止技術

保全の課題　該当上位5項目

保全業務の
課　題

（n=276）

④保全のマネジメント
（該当率：45.7％）

その他項目

⑤保全データ活用・分析
（該当率：41.7％）

⑥寿命予測・延長技術
（該当率：34.1％）

③高経年設備対応（該
当率：55.1％）

②故障の再発・未然防
止技術（該当率：

60.5％）

①人材育成（該当率：
87.7％）
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14．環境対策 

設備管理としての環境対策を聞いた。 

 

  14-1．地球温暖化防止（MA） 

・「地球温暖化防止」に対する 2010、2011 年度の取組み状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  14-2．産業廃棄物削減（MA） 

・「産業廃棄物削減」に対する 2010、2011 年度の取組み状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  14-3．大気汚染・水質汚濁防止（MA） 

・「大気汚染・水質汚濁防止」に対する 2010、2011 年度の取組み状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  14-4．保全の環境改善への貢献に対する社内外での理解（SA） 

・保全（設備管理、設備改善）が環境改善に役立つことについて、社内外での理解度について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化防止（該当率、n=276）

69.6

61.2

27.2

20.3

12.3

12.0

16.3

省エネタイプ設備導入

エネルギー循環、節約等

3R促進

エネルギー源転換

地球温暖化防止に資する診断等

地球温暖化防止の全社的取り組み

法対応の範囲

 

産業廃棄物削減（該当率、n=272）

44.1

21.0

16.5

37.1

設備管理として改善活動

産業廃棄物削減に資する診断等

設備管理としての投資

法対応の範囲

 

大気汚染・水質汚濁防止（該当率、n=273）

34.4

26.7

23.1

38.8

設備管理として改善活動

設備管理としての投資

大気・水質汚染防止に資する診断等

法対応の範囲

 

保全の環境改善貢献度理解（構成比、n=272）

14.7 71.7 13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

広く理解されている まあ理解されている ほとんど理解されていない
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15．事業場における TPM 活動 

  15-1．現在の TPM 活動実施状況（SA） 

・TPM 活動の実施状況について聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  15-2． TPM 活動の現況（SA） 

・現在活動している TPM 活動の状況について聞いた。その他の項目については割愛した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16．エンジニアリング会社、保守関連会社：自然災害対策提案状況、海外生産現地対応のユーザーからの要請状況 

  16-1．自然災害対策の提案（MA） 

・自然災害対策を、顧客である事業場（企業）に提案した内容について聞いた。その他の項目については割愛した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  16-2．海外への現地対応要請（SA） 

・現地対応の要請件数（要請内容は問わない）の増減について聞いた。その他の項目については割愛した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在のTPM実施状況（構成比、n=279）

69.5 30.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している 実施していない
 

TPM活動の状況（構成比、n=193）

79.8 8.3 11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

継続的実施 はじめて活動 再度実施（予定含む）
 

自然災害対策提案の内容（該当率、n=14）

78.6

28.6

21.4

21.4

14.3

0.0

7.1

設備類の耐震等改善対策

予備品等受託ストック

緊急システム導入

設備類の設置、ﾚｲｱｳﾄ等

緊急連絡網システム導入

緊急避難場所等設置

その他

 

海外生産への現地対応要請状況（構成比、n=31）

51.6

32.3

9.7

6.5

0.0

現地対応なし

現地対応要請が増加

不変

現地対応要請が減少

その他
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